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〇経法商学部履修規程 

（1999年 4月 1日制定） 

改正 1993年 4月 1日 

1999年 3月12日 

2003年 3月 3日 

2004年 2月27日 

2005年 2月18日 

2006年 2月10日 

   2007年 1月17日 

2010年 2月10日 

2011年 2月 9日 

2012年11月14日 

2012年12月12日 

2013年10月 9日 

2014年 2月19日 

2015年 1月14日 

2015年11月11日 

2017年 1月11日 

2018年 1月17日 

2019年 1月16日 

2020年 1月15日 

 

第１条 本学部における授業科目の種類、単位数及び履修方法等については、沖縄

大学学則の定めるところのほか、この規程による。 

第２条 １年間の授業を行う期間は、定期試験日程等を含め、35週にわたることを

原則とする。 

第３条 本学部の授業時間は、下記のとおりとする。 

１校時 ２校時 ３校時 ４校時 ５校時 ６校時 ７校時 

 9：00～

10：30 

10：40～

12：10 

13：00～

14：30 

14：40～

16：10 

16：20～

17：50 

18：00～

19：30 

19：40～

21：10 

第４条 本学部の授業科目は、「共通科目」と「専門科目」に大別される。 

２ 授業科目の種類、単位数及び履修方法は沖縄大学学則別表１（設置科目一覧）

のとおりとする。 

第５条 削除 

第６条 本学部の学生で、教育職員免許法に基づく教員免許状を取得しようとする

者は、教科に関する専門科目のほかに教職に関する専門科目について、所要の単

位を修得しなければならない。 

２ 教職に関する専門科目の種類、単位数及び履修方法は沖縄大学学則別表３（教

職課程）のとおりとする。 

第７条 本学を卒業するためには、原則として４年在学し、第４条にもとづき、次
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に示す単位を取得し、かつ、原則としてGPA1.0以上を取得しなければならない。 

 

【2018年度以降入学生 卒業必修単位数 124単位】 

 

学部 学科 科目 

 

 

経 

法 

商 

学 

部 

 

 

 

 

経 

法 

商 

学 

科 

 

 

 

 

 

 

共 

通 

科 

目 

 

 

 

沖縄関連 2単位以上 

総合  

人間・社会  

自然・環境  

健康関連  

言語関連 言語8単位以上 

情報処理関連 情報リテラシーⅠ2単位必修 

   キャリア形成・資格対策 キャリアデザイン入門2単位必修 

問題発見演習Ⅰ・Ⅱ 4単位必修 

 

専 

門 

科 

目 

基幹科目 16単位以上 

演習 12単位 

コース専門科目 28単位以上 ※1 

自由選択科目Ⅰ・Ⅱ ※2 

                   合計 124単位以上 ※3 

※1 経法商学科が設置するコースによって異なる選択必修科目がある。 

※2 基幹科目、演習、コース専門科目以外の専門科目とする。 

※3 卒業単位として、他学科科目の履修は10単位まで認められる。 

 

【2017年度入学生 卒業必要単位数 124単位】 
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学部 学科 科   目 

 

 

 

経 

法 

商 

学 

部 

 

 

 

 

 

経 

法 

商 

学 

科 

 

 

コミュニケーション・リテラシー  小 計  １０単位以上  

言語科目      ８単位以上 

情報処理科目    ２単位以上 

基礎科目             小 計   ６単位以上 

講 義       ２単位  

演 習       ４単位  

基幹科目             小 計  ２０単位以上 

講 義      １６単位以上 

演 習       ４単位 

主要科目             小 計  ２８単位以上 

講 義      ２８単位以上 

テーマ科目            小 計   ８単位以上 

テーマ群            

演 習       ８単位以上 

卒業論文・制作、実習、ボランティア体験 

沖縄地域関連科目               ２単位以上 

地理・歴史関連科目 

他学科関連科目 

合 計  １２４単位以上 

（注）卒業単位として、他学科科目の履修は10単位まで認められる。 

 

【2016・2015年度入学生 卒業必要単位数 124単位】 

学部 学科 科   目 

 

 

経 

 

 

経 

コミュニケーション・リテラシー  小 計  ８単位以上  

言語科目     ６単位以上  

情報処理科目   ２単位以上  
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法 

商 

学 

部 

 

 

法 

商 

学 

科 

 

 

基礎科目             小 計  ６単位以上  

講 義      ２単位    

演 習      ４単位    

基幹科目             小 計  20単位以上  

講 義      16単位以上  

演 習      ４単位    

主要科目             小 計  28単位以上  

講 義      28単位以上  

テーマ科目            小 計  ４単位以上  

テーマ群            

演 習      ４単位以上  

卒業論文・制作、実習、ボランティア体験 

沖縄地域関連科目              ２単位以上  

地理・歴史関連科目 

他学科関連科目 

合 計  124単位以上  

（注）卒業単位として、他学科科目の履修は10単位まで認められる。 

第８条 卒業資格の判定は、学部教授会が行う。 

第９条 学生は、学期の始めに授業科目の中から、定められた期間に履修しようと

する授業科目を定めなければならない。 

２ 「基礎演習Ⅰ」と「基礎演習Ⅱ」および｢専門演習 a｣と｢専門演習 b｣、｢専

門演習 c」と「専門演習 d」は同一年度に、同一教員の演習を登録しなければ

ならない。ただし、同一年度内に単位を取得できなかった場合には、この限

りではない。 

３ 集中講義について、次の卒業時期の学生は、その集中講義を履修登録すること
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ができない。 

(1) 夏期集中講義については、9月卒業を申請する学生は履修登録できない。 

(2) 春期集中講義については、3月卒業見込みの学生は履修登録できない。 

(3) 卒業の見込みがない学生については、上記(1)(2)の限りではない。 

第10条 受講人員は、教材、教室の収容人員等により制限することがある。 

第11条 受講人員が著しく少ない科目は、開講されないことがある。 

第12条 登録した科目は、登録変更期間内に、登録科目を変更することができる。

それ以後の登録の変更は認めない。ただし、登録の取り消しだけは、前期科目及

び通年科目については５月末まで、後期科目については11月末まで認める。 

第13条 すでに履修し、単位を取得した科目は、再度登録することはできない。た

だし、「可」と評価された科目についてのみ、再度登録し、履修し直すことがで

きる。 

第 14条 学生は、登録した科目の授業に常に出席しなければならない。 

２ 次の事項に該当する理由により欠席する場合は、原則として事前に授業担当教

員に理由及び証明する配慮願いを提出し、許可を得なければならない。この場合、

授業担当教員はレポート作成その他の方策等により可能な限り学習の補充支援

を行い、当該学生が履修上不利とならないように配慮するものとする。 

(1) 社会福祉士国家試験受験資格取得に係る「相談援助実習」 

(2) 精神保健福祉士国家試験受験資格取得に係る「精神保健福祉援助実習」 

(3) 教員免許取得に係る「教育実習」「介護等体験実習」 

(4) 管理栄養士国家試験受験資格に係る「臨地実習」 

第 15 条 次の事項に該当する理由により欠席する場合は、これを公欠として許可

することがあり、欠席としない。ただし、原則として事前に授業担当教員に理由

書または証明する資料を添えて公欠届を提出し、許可を得なければならない。 

(1) 学校保健安全法施行規則に規定された感染症に罹患した場合 

(2) 忌引 配偶者 10日（休日を含む）、一親等７日（休日を含む）、二親等５

日（休日を含む） ※起算日は死亡の日とする。 

(3) 裁判員制度による裁判員及び裁判員候補者に選任された場合 
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第 16 条 試験は学期末又は学年度末に期日を定めて行う。試験科目及び日時は試

験の始まる１週間前に公示する。 

第 17条 所定の試験に欠席した者の追試験は行わない。ただし、公欠事由により受

験できなかった者に対しては、証明書を添付の上願い出により追試験を行うこと

ができる。 

２ 前項の願い出があるときは、担当教員が適当と認めた者に対して、追試験願書

提出後、原則として、２週間以内に追試験を行う。 

第 18条 授業科目を履修した者については、沖縄大学学則第 11条の規定に基づき、

担当教員がその科目の成績を判定し、合格した者には所定単位を与える。 

２ 理由なくして講義回数の３分の２以上出席がない者には、その科目の単位を与

えない。 

第 19条 授業科目の成績評価の基準は、次のとおりとする。 

評価 秀（Ｓ） 優（Ａ） 良（Ｂ） 可（Ｃ） 不可（Ｆ） 

評点 90～100点 80～89点 70～79点 60～69点 59点以下 

評語 達成目標を超

えるより高度

な内容を自主

的な学修で修

得したことが

認められる。 

達成目標に含

まれる内容を

修得してい

る。授業で扱

う内容を修得

したことが認

められる。 

達成目標に含

まれる内容を

おおむね修得

したことが認

められる。 

 

達成目標に含

まれる最低限

身に付ける内

容を修得した

ことが認めら

れる。 

 

達成目標に含

まれる最低限

身に付ける内

容を修得でき

ていない。 

 

ＧＰ 4.0 3.0 2.0 1.0 0.0 

２ 秀（Ｓ）評価は、履修登録者の２割以内に留めることを目安とする。ただし、

演習又は実習科目はこの限りでない。 

第 20条 年間登録単位数 

各年次において登録できる年間単位数の上限は 40 単位とする。ただし、前年度

GPAが 2.5以上の場合は 48単位まで登録できる。 

２ 前項の単位数には、教職科目、集中講義を含めない。ただし、他大学との単位

互換で取得する単位数は含む。 
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３ 教職課程履修上、教職に関する科目以外で著しく支障が生じた場合に限り、教

職支援センターから登録を依頼することができる。 

第 21条 年間標準取得単位数等 

 学生（長期履修学生を除く。）は、１年あたり 30単位以上取得するよう努めなけ

ればならない。ただし、卒業年度はこの限りでない。 

２ 在学期間２年満了時において総取得単位数が 28 単位未満の学生は、卒業まで

の履修計画を提出し、履修指導を受けなければならない。 

第 22条 この規定の改廃は、教務委員会の議を経て、学部教授会が行う。 

 

附 則 

この規程（第８条）の改正については、1993年 4月 1日より実施する。 

この規程（第 19条）の改正については、1993年 4月 1日より実施する。 

この規程（第 22条）の改正については、1993年 4月 1日より実施する。 

この規程（第 23条）の改正については、1993年 4月 1日より実施する。 

附 則 

１ この規程の改正については、1999年 4月 1日より実施する。 

２ 法経学部法経科および経済学科については、従前（改正前）の例による。 

附 則（2003年 3月 3日改正） 

１ この規程の改正については、2003年 4月 1日より実施する。 

２ この規程の改正については、原則として在学生にも遡及して適用する。詳細は、

学科目履修に関する注意事項において求める。 

附 則（2004年 2月 27日改正） 

この規程（第６条・第 16条）の改正については、2004年 4月 1日より実施する。 

附 則（2005年 2月 18日改正） 

この規程（第 11条）の改正については、2005年 4月 1日より実施する。 

附 則（2006年 2月 10日改正） 

この規程の改正については、2006年 4月 1日より実施する。 

附 則（2007年 1月 17日改正） 
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この規程の改正については、2007年 4月 1日より実施する。 

附 則（2010年 2月 10日改正） 

１ この規程の改正については、2010年 4月 1日より実施する。 

２ 2009年度以前入学生については、従前（改正前）の例による。 

附 則（2011年 2月 9日改正） 

１ この規程の改正については、2011年 4月 1日より実施する。 

２ 2010年度以前入学生については、従前（改正前）の例による。 

附 則（2012年 1月 20日改正） 

１ この規程の改正については、2012年 4月 1日より実施する。 

２ 2010年度以前入学生については、従前（改正前）の例による。 

附 則（2012年 12月 12日改正） 

 この規程の改正については、2013年 4月 1日より実施する。 

附 則（2013年 10月 9日改正） 

この規程の改正については、2014年 4月 1日より実施する。 

附 則（2014年 2月 19日改正） 

この規程の改正については、2014年 4月 1日より実施する。 

附 則（2015年 1月 14日改正） 

この規程の改正については、2015年 4月 1日より実施する。 

附 則（2015年 11月 11日改正） 

この規程の改正については、2016年 4月 1日より実施する。 

附 則（2017年 1月 11日改正） 

この規程の改正については、2017年 4月 1日より実施する。 

附 則（2018年 1月 17日改正） 

この規程は、2018年 4月 1日より施行する。 

附 則（2019年 1月 16日改正） 

この規程は、2019年 4月 1日より施行する。 

附 則（2020年 1月 15日改正） 

この規程は、2020年 4月 1日より施行する。 


